
 

IPネットワーク設備委員会 通信品質検討アドホックグループ 

報告（案） 

 

 

１．検討の背景 

(1) 0AB～J IP電話の品質基準 

 0AB～J IP 電話の品質基準については、事業用電気通信設備規則において、以下

のように 050 IP 電話に比べて、ネットワーク品質（特にパケット損失率）及び安

定品質に関して高い品質レベルを求めている。 

 

【IP電話の通信品質に係る技術基準】 

 アナログ電話 0AB～J IP電話 050 IP電話 

通話品質 

端末～交換設備間の送話及

び受話ラウドネス定格の許

容範囲を規定 

－ － 

接続品質 呼損率が 0.15以下等 呼損率が 0.15以下等 呼損率が 0.15以下等 

総合品質 
－ 端末～端末間でＲ値 80超、

平均遅延 150ミリ秒未満等 

端末～端末間でＲ値 50超、

平均遅延 400ミリ秒未満等 

ネット 

ワーク 

品質 

－ UNI～UNI 間は平均遅延 70

ミリ秒以下、パケット損失

率 0.1％以下等、UNI～NNI

間は平均遅延 50 ミリ秒以

下、パケット損失率 0.05％

以下等 

－ 

安定品質 

－ アナログ電話用設備と同等

の安定性が確保できるよう

必要な措置を講じる 

－ 

 

(2) 安定品質の確保 

 これまで、0AB～J IP 電話用の設備について、設備保守、輻輳等に伴う役務の提

供の停止や制限が、アナログ電話用設備と同等でなければならないとして、「安定

品質」を確保するための必要な措置を講じることを求めており、具体的措置として、

「音声パケットの優先制御」や「音声とデータの帯域分離」を認めてきた。これは、

音声パケットとデータパケットが同一回線を流れる場合であっても、このような措

置によりデータパケットの急増による音声パケットへの影響（廃棄、遅延等）を排

除することが可能であり、輻輳等に伴う役務の提供の停止や制限に関し、「アナロ

グ電話用設備と同等の安定性」が確保されるとの判断によるものである。 

 

(3) 0AB～J IP電話の新たな提供方法の提案 

 ソフトバンクテレコム（SBTM）から、NGN で音声パケットの優先制御の機能が利

用できなくとも、ベストエフォート回線としての NGN上で、以下の措置を講じるこ

とにより 0AB～J IP電話に係る各品質基準を総合的に満たすことができるという提

案があった。（以下「提案方式」という。） 

資料通品５－１ 
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① SBTM網内の品質測定用サーバと端末設備（TA）との間の通信品質を常時監視（お

おむね 10分以下の時間間隔で定期的に監視するほか、発呼時に監視）する。 

② 輻輳等によりベストエフォート回線としての NGN の一定以上の品質低下を検知

した場合は、代替回線による迂回を実施する。 

ｱ) 輻輳等により突発的に品質基準を満足しないおそれがある場合は、バックア

ップ用専用線を使用した NGN コア網の可能な限りの迂回ルーティングを実施す

る。具体的には、バックアップ用専用線への POI（UNI 接続によるもの。）を、

都道府県ごと等で地理的に分散させてあらかじめ複数設置しておき、定期的及

び発呼時に品質測定を行い、一定の閾値を満たさない場合等は、SBTMの SIPサ

ーバまでの経路を各 POI 経由の迂回ルートに切り替える。仮に、端末設備から

ある POI までの経路が輻輳している場合には、順次、他の POI に切り替えるこ

とで経路を変更し、SIPサーバまでのアクセスを２秒以内に確立する。 

ｲ) 通信品質のトレンドの監視により、２ヶ月以内に輻輳等により慢性的に品質

基準を満足しなくなるおそれがあると判断するときは、利用者の同意を得て、

10営業日以内に NTT東西のドライカッパを利用したアナログ電話等（ダークフ

ァイバ等を利用した同等サービスを含む。以下同じ。）へ切り替える。 
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【提案方式のサービスイメージ図（正常時及び迂回時】 

 

 
出典： SBTM提出資料に基づく 

 

 

２．提案方式の品質基準への適合性に関する技術的な評価 

(1) 品質基準への適合性 

 提案方式は、SBTMの測定データに基づき判断する限り、現時点では安定品質以外

の品質基準を概ね満足している。 

しかし、提案方式では、 
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①電話の品質がデータ通信のトラヒックの影響を受ける可能性が否定できない

こと 

②NGNの IPv6インターネット接続における今後のトラヒック増や NTT東西による

設備増強の対応方針が不明であるため、将来にわたり品質基準を満足するか現

時点では判断できないこと 

等から、安定品質を満足しているとは言い切れない。 

 

(2) 検証の必要性 

 輻輳等により突発的に品質基準を満足しないおそれがある場合の迂回ルーティ

ングについては、発信・着信時に迅速に動作するかを実際に試験システムで検証す

ることが必要である。 

 輻輳等により慢性的に品質基準を満足しないおそれがあるとトレンド監視で判

断する場合のドライカッパを利用したアナログ電話等への切替えについても、トラ

ヒックの変動の程度や傾向性が分からないので、品質基準を満たさなくなる前に切

り替えられるかを実際に検証することが必要である。 

 

(3) その他 

  ベストエフォート回線による 0AB～J IP電話に係る個別論点に対する主な意見を

取りまとめると、【別添資料】のとおりである。 

 

３．対応方針の検討の背景 

(1) 利用者のニーズ等 

 固定電話の通話品質に関して総務省が実施した利用者意識調査でも、品質が下が

ることについて、無条件に、又は料金が安くなれば許容できるという意見が合計６

割超であった。（参考１） 

 一方で、NGN では音声の優先制御機能がアンバンドルされていないことも要因と

なり、NTT 東西以外の事業者は NGN 上では同機能を使った 0AB～J IP 電話のサービ

スを提供できない。したがって、現行の 0AB～J IP電話の品質基準の下では、安定

品質の確保策を従来のように音声パケットの優先制御や音声とデータの帯域分離

に限定してしまうと、新たな事業者が NGN上で 0AB～J IP電話のサービスを提供す

ることは困難である。 

 

(2) 技術基準の適合維持義務 

 技術基準制度の基本は、設備の技術基準への適合を電気通信事業者が自己確認す

るものであり、総務大臣は適合していないと認めるときは事業者に対して設備の修

理若しくは改造を命じ、又はその使用を制限できるものである。（技術基準適合命

令権限） 

 SBTMは、NGNの優先制御機能がアンバンドルされていない中で、定期的・発呼時

の品質監視を行い、突発的な輻輳の際の発着信の迂回ルーティング、慢性的な輻輳

の際のアナログ電話への迅速な切替えという、音声の優先制御機能が利用できない
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NTT 東西以外の事業者が現在講じうる限りの措置を実施し、輻輳時にも通信品質を

確保するとしているものである。 

 さらに、SBTMは、ヒアリングでも「トレンド監視において、初期は閾値を高く設

定して運用を始め、PSTNも早めに引いていくことで逆に経験値を上げて、必ず法の

中に入るように運用を開始したい」と自ら事業者としての責任において将来的にも

法令の通信品質を確保すると説明しているところである。 

 

４．対応方針 

(1) 提案方式への対応 

 上記のように、提案方式は、技術基準（特に安定品質）に適合していると結論づ

けられないものであるが、その背景を踏まえると、特別な理由により技術基準への

適合が困難な場合の特例措置（事業用電気通信設備規則第５４条に基づく承認）を

適用してサービス提供を認めることを検討することが適当である。（参考２） 

 具体的には、 

①安定品質以外の技術基準への適合 

②定期的な品質測定及び分析の結果の報告 

を前提として、実施期間及び実施条件を限定した上で、提案方式に 0AB～J 番号の

使用を認めることが適当であると考えられる。（参考３） 

 その場合、将来、NGN のトラヒック増等により、安定品質以外の技術基準に適合

しなくなったと認められるときは、特例措置の適用を受けなくなったものとして是

正を求めることが必要である（例えば、パケット損失等の技術基準を満たすことが

できないときは技術基準適合命令を発することとなる。）。 

  品質基準に適合しなくなったと判断する基準の例としては、以下のようなものが

考えられる。 

 ・品質基準を満足することが困難として、ドライカッパを利用したアナログ電話等

に切り替えた利用者数の割合が相当高いこと 

 ・利用者に関する品質計測の結果が 0AB～J IP電話に係る安定品質以外の技術基準

を満足していないこと 

 ・輻輳等により突発的に品質基準を満足しないおそれがある場合に、発信又は着信

について UNI経由の迂回ルートへの迅速な切替えができないこと 

 ・輻輳等により慢性的に品質基準を満足しなくなるおそれが認められてから、ドラ

イカッパによるアナログ電話等に切り替える日数が相当長いこと（提案方式の提

供事業者に帰すべき事由による場合に限る。） 

 ・利用者からの苦情が著しく多いこと 

 

(2) NGNにおける音声の優先制御機能のアンバンドル 

  提案方式はその実施に相応のコストがかかること、今後、光ファイバへの移行が

進む中で輻輳時の最終手段としていつまでもドライカッパに依存することは適切

でないことから、上記(1)の検討とは別に、競争事業者が NGN においてアンバンド

ルされた音声の優先制御機能等を適切に利用できるよう、引き続き必要な取組を行
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うことが適当である。 

 

５．今後の検討 

 今後、提案方式に関する特例措置の実施条件等を具体化し、同条件の案にも掲げた

サービス提供開始前のトライアルと検証、結果の報告・情報開示、サービス提供後の

品質測定及び分析、結果の報告・情報開示について確実な実施とともに、急激な品質

低下等に迅速に対応できるよう、段階的なサービスの開始を求めていくことが重要で

ある。また、着信側がベストエフォート回線の 0AB～J IP電話であることを発信者が

認知できるように、呼び出し音の前に識別音を挿入する等の措置を検討することも適

当である。 

 最後に、提案方式は、現行の品質基準において、0AB～J IP 電話の提供方法のバリ

エーションを拡げるというものであるが、今後は本件や NGNのアンバンドルの進捗状

況、国際的な動向等も見つつ、通信品質の技術基準自体についても、その時々の国民

の通信へのニーズを踏まえて、国民視点に立って柔軟に見直していくことが適当であ

る。 
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【参考資料】 

参考１ 通信品質に関する利用者意識調査 
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参考２ 事業用電気通信設備規則第５４条に基づく特例措置 

 

 ○事業用電気通信設備規則 

  （特例措置） 

 第５４条 事業用電気通信設備を設置する電気通信事業者は、特別の理由によりこ

の規則に定めるところによることが困難である場合は、総務大臣の承認を受けて、

この規則に定めるところによらないで電気通信設備をその事業の用に供するこ

とができる。 

  

 ○過去の特例措置の例 

時期 特例措置の概要 技術的背景 

H11年 12 月 

～ 

H12年 10 月 

 

（注）事業者に

より異なる 

ADSL（又は DSL）を用いたデ

ジタル加入者回線設備（専

用役務の用に供するもの）

について、伝送品質に係る

基準を適用しない。 

ADSL（又は DSL）方式では、他の通信からの漏え

い等によって符号誤り特性の劣化が発生した場

合、一旦通信を切断し、符号誤り特性を確保でき

る伝送速度まで速度を低下させてから通信を再

開するため、特定の伝送速度における伝送品質を

定めることが極めて困難である。※ 

H12年 11 月 データ伝送網（フレームリ

レー・セルリレー）を使用

して VoIPサービスを提供す

るにあたり、接続品質に係

る基準を適用しない。 

データ伝送網（フレームリレー・セルリレー）を

使用して VoIP サービスを提供するにあたり、ネ

ットワークの方式上、着信側の回線に対して回線

速度を超えるトラフィックが流入した場合に、パ

ケット（フレーム、セル）の破棄が発生するため、

呼損率及び呼出中又は着信不可状態の通知遅延

が基準に適合しないおそれがある。 

（※）当時は、第一種電気通信事業者の主要な専用設備の伝送品質に関し、「郵政大臣の確認

を受けて基準値を定め、その値を維持するように努めなければならない」ことを規定。 

 

 

  

8



参考３ 特例措置の実施期間及び実施条件の案 

 

①実施期間 

 特例措置の期間は１年間、期間満了時に改めてその必要性を見極めた上で延長

も可。例えば、音声の優先制御機能等のアンバンドルが実現し、当該機能を利用

する場合は、特例措置は不要。 

 安定品質以外の現行の品質基準、又は安定品質に関する下記の実施条件を満た

さなくなった場合は、その時点で特例措置の適用を受けなくなるもの。 

 

②実施条件 

●サービス提供開始前に、関係事業者の協力も適宜得つつ、トライアルと検証を

実施。突発的輻輳時の迂回ルーティングが発着信共に動作するかどうか、迂回

時にも緊急通報に係る位置情報の通知が正しく行われるか等、サービスが適切

に行えることを確認、結果の情報開示。 

● 急激な品質低下等に迅速に対応できるよう、規模や地域を考慮して段階的に

サービスを開始。 

● 品質測定及び分析の結果を総務省に定期的及び要求に応じて報告（測定項目、

測定頻度及び測定ポイントは要検討）、ＨＰ上等での一般への情報開示、関連

データを一定期間保存（保存期間は要検討）。 

● 短時間毎及び発呼時等に各ユーザの通信品質の常時監視を行い、安定品質以

外の現行の品質基準を満たすよう、以下の措置を講じること。 

 ・バックアップ用専用線への適切な数の UNIの POIを設置し、輻輳等により突

発的に品質基準を満足しないおそれがある場合は、発着信ともに UNI経由の

迂回ルートへの迅速な切替え。 

 ・輻輳等により慢性的に品質基準を満足しなくなるおそれがある場合は、その

前にドライカッパを利用したアナログ電話等（ダークファイバ等を利用した

同等サービスを含む。）への迅速な切替え、ネットワークの通信品質が改善

するまで本サービスの当該エリアでの新規販売停止。 

● ユーザへの分かりやすい説明による周知の徹底（重要事項説明等）。 

 【例】 

 ・本サービスは加入電話と異なり、輻輳時は通話（緊急通報を含む）の音声品

質の劣化等が発生する可能性があること。 

 ・輻輳等により突発的に品質基準を満足しないおそれがある場合は迂回ルーテ

ィング、輻輳等により慢性的に品質基準を満足しなくなるおそれがある場合

にはドライカッパを利用したアナログ電話等（ダークファイバ等を利用した

同等サービスを含む。）への切替えが発生すること。いずれの場合もユーザ

に対し不利益とならない条件で提供すること。 

 ・品質を確保できない対象（例えば、一定条件下での VDSLの集合住宅等）、及

び加入契約前の品質測定の結果、最初から品質基準を満たしていない場合は

サービスを利用できないこと。 
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● 呼出音の前に識別音を挿入する等の措置を検討し、その検討結果を反映する

こと。 
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参考４ 

 

情報通信審議会 情報通信技術分科会 

IPネットワーク設備委員会 通信品質検討アドホックグループ 構成員 

 
（敬称略 五十音順） 
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 放送大学 特任教授 東京渋谷学習センター所長 

主任

代理 
相田
あ い だ

  仁
ひとし

 東京大学大学院 工学系研究科 教授 

 浅見
あ さ み

  徹
とおる

 東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授 

 内田
う ち だ

 真人
ま さ と

 千葉工業大学 工学部 准教授 

 後藤
ご と う

 滋樹
し げ き

 早稲田大学 理工学術院 教授 
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